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はじめに

我が国の建設投資が，GDPの動きや社会経済活

動，市場動向等に与える影響は極めて大きく，こ

うした状況を踏まえ，国土交通省では，国内建設

市場の規模とその構造を明らかにすることを目的

とし，昭和３５年度から毎年度当初に建設投資推計

および建設投資見通しを作成し，公表している。

東日本大震災からの復旧・復興等は昨年度に引

き続き緊急の課題であるとともに，人口減少，少

子高齢化，財政制約に加え，震災を契機としたエ

ネルギー制約等の課題を克服し，我が国の明るい

未来を築くためには「持続可能で活力ある国土・

地域づくり」が求められているところである。

このため，今回公表の「建設投資見通し」は昨

年度に引き続き東日本大震災からの復旧・復興等

に係る投資額の見直しを示すとともに，地域別の

動向やリフォーム・リニューアル投資についても

推計を行っている。

建設投資見通しの総論と地域別
の動向

平成２４年度の建設投資は，前年度比７．９％増

の４５兆３，１００億円となる見通しである。そのう

ち，東日本大震災の復旧・復興等に係る建設投

資は４兆２，５００億円となる見通しである。

� 平成２４年度の建設投資は，政府投資が１９兆６００

億円（前年度比１２．５％増），民間投資が２６兆２，５００

億円（前年度比４．８％増）となる見通しであ

る。これを建築・土木別に見ると，建築投資が

２４兆５，４００億円（前年度比６．１％増），土木投資

が２０兆７，７００億円（前年度比１０．１％増）となる

見通しである（表―１，図―１）。

� 平成２３年度の建設投資は前年度比２．７％増の

４１兆９，９００億円となる見込みである。このうち

政府投資は１６兆９，４００億円（前年度比０．２％

増），民間投資は２５兆５００億円（前年度比４．５％

増）と見込まれる。建築・土木別に見ると，建

築投資が２３兆１，２００億円（前年度比４．５％増），

土木投資が１８兆８，７００億円（前年度比０．６％増）

となる見込みである。

� 建設投資は，平成４年度の８４兆円をピークに

減少傾向であり，平成２２年度には平成４年度の

半分程度にまで減少した。平成２３年度は，数次

にわたる東日本大震災からの復旧・復興等に向

けた財政措置が講じられたことから総額は３年

ぶりに増加した。平成２４年度は，東日本大震災

からの復旧・復興等に向けた投資を含め，総額

として４５兆３，１００億円となる見通しである。

平成２４年度 建設投資見通し
―東日本大震災からの復旧・復興と持続可能で
活力ある国土・地域づくりに向けて―
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� 平成２４年度の建設投資の地域別を見ると，最

も多い地域は関東で１６兆６，９００億円である。次

いで東日本大震災の復旧・復興等に係る投資額

が大きい東北の５兆８，７００億円である（表―

２）。

表―１ 平成２４年度建設投資（名目値） （単位：億円，％）

年 度

項 目

投 資 額 対 前 年 度 伸 び 率

平成２１年度
実績

２２年度
見込み

２３年度
見込み

２４年度
見通し 平成２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度

総 計 ４２９，６４９ ４０８，７００ ４１９，９００
（１４，９００）

４５３，１００
（４２，５００）

▲１０．８ ▲４．９ ２．７ ７．９

建 築 ２２６，９０２ ２２１，２００ ２３１，２００
（５，８００）

２４５，４００
（１３，１００）

▲２０．２ ▲２．５ ４．５ ６．１

住 宅 １３４，０１９ １３５，０００ １３７，５００
（２，０００）

１４６，４００
（３，６００）

▲２０．８ ０．７ １．９ ６．５

政 府 ５，６１５ ５，２００ ６，１００
（２，０００）

７，４００
（３，６００）

５．０ ▲７．４ １７．３ ２１．３

民 間 １２８，４０４ １２９，８００ １３１，４００ １３９，０００ ▲２１．６ １．１ １．２ ５．８

非 住 宅 ９２，８８３ ８６，２００ ９３，７００
（３，８００）

９９，０００
（９，５００）

▲１９．４ ▲７．２ ８．７ ５．７

政 府 １６，５０１ １７，０００ １９，９００
（３，８００）

２４，６００
（９，５００）

７．７ ３．０ １７．１ ２３．６

民 間 ７６，３８２ ６９，２００ ７３，８００ ７４，４００ ▲２３．５ ▲９．４ ６．６ ０．８

土 木 ２０２，７４７ １８７，５００ １８８，７００
（９，１００）

２０７，７００
（２９，４００）

２．９ ▲７．５ ０．６ １０．１

政 府 １５７，２３２ １４６，９００ １４３，４００
（９，１００）

１５８，６００
（２９，４００）

７．３ ▲６．６ ▲２．４ １０．６

公共事業 １３９，１４３ １２９，８００ １２６，１００
（９，１００）

１４１，３００
（２９，４００）

８．５ ▲６．７ ▲２．９ １２．１

そ の 他 １８，０８９ １７，１００ １７，３００ １７，３００ ▲１．０ ▲５．５ １．２ ０．０
民 間 ４５，５１５ ４０，６００ ４５，３００ ４９，１００ ▲１０．０ ▲１０．８ １１．６ ８．４

再掲
政 府 １７９，３４８ １６９，１００ １６９，４００

（１４，９００）
１９０，６００
（４２，５００）

７．３ ▲５．７ ０．２ １２．５

民 間 ２５０，３０１ ２３９，６００ ２５０，５００ ２６２，５００ ▲２０．４ ▲４．３ ４．５ ４．８

（再掲）民間非住宅建設 １２１，８９７ １０９，８００ １１９，１００ １２３，５００ ▲１９．０ ▲９．９ ８．５ ３．７

（注）１． 民間非住宅建設＝民間非住宅建築投資＋民間土木投資
２． 下段（ ）の金額は，東日本大震災の復旧・復興等に係る建設投資である。２４年度は昨年度からの繰越分を含んでい
る。

３． 平成２３年度見込みの政府住宅には応急仮設住宅への投資額２，０００億円を含んでいる。
４． ▲は，マイナス。

図―１ 建設投資額（名目値）の推移
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３ 東日本大震災の復旧・復興等に
係る建設投資の動向

東日本大震災の復旧・復興等に係る政府建設

投資額は，平成２３年度に１兆４，９００億円程度，

２４年度に４兆２，５００億円程度，総額で５兆７，４００

億円程度となる見通しである。また，投資額を

地域別に見ると，２４年度は東北で２兆２，２００億

円，関東で１兆２，１００億円となる見通しである。

２４年度においては，この建設投資により，名

目国内総生産は１．０５％程度引き上げられ，生産

誘発効果は８兆３，３００億円程度，雇用創出効果

は４９万８，０００人程度になることが見込まれる。

� 復旧・復興等に係る建設投資の総額および地

域別投資額について

政府による震災復旧・復興等に係る建設投資の

総額は，平成２３年度は１兆４，９００億円程度，２４年

度は４兆２，５００億円程度，総額として５兆７，４００億

円程度と推計される。建築・土木別の構成は，表

―３に示すとおり，平成２４年度は建築が１兆３，１００

億円，土木が２兆９，４００億円となる見通しであ

る。

投資額を地域別に見ると，東北で２３年度に９，８００

億円，２４年度に２兆２，２００億円，関東で２３年度３，９００

億円，２４年度１兆２，１００億円と推計される。

� 復旧・復興等に係る建設投資のマクロ経済に

及ぼす効果および生産誘発効果等について

政府による震災復旧・復興等に係る建設投資が

マクロ経済に及ぼす効果を推計すると，名目国内

総生産を２３年度に０．３２％程度，２４年度に１．０５％程

度引き上げ，実質国内総生産を２３年度に０．２８％程

度，２４年度に０．９０％程度引き上げる。

また，この建設投資による経済効果を，建設投

資によって誘発される各産業の生産額（生産誘発

効果）で見ると，全産業では２３年度に２兆９，２００

億円程度，２４年度に８兆３，３００億円程度の生産活

動が行われるものと予想される。これは，それぞ

表―２ 平成２４年度の建設投資額（名目値）の地域別の動向 （単位：億円）

地域
項目

北海道 東北 関東 北陸 中部 近畿 中国 四国 九州 沖縄 計

建築 ７，９００ ２３，２００ １０１，６００ ９，４００ ２８，８００ ３３，９００ １１，５００ ６，５００ １９，４００ ３，１００ ２４５，４００
土木 ９，７００ ３５，５００ ６５，２００ １３，２００ ２１，８００ ２２，１００ １１，６００ ６，７００ １９，９００ ２，０００ ２０７，７００

計 １７，６００ ５８，７００ １６６，９００ ２２，６００ ５０，６００ ５６，０００ ２３，１００ １３，２００ ３９，３００ ５，１００ ４５３，１００

（注） 建設投資額（名目値）は、地域毎に四捨五入により１００億円単位の値としたため合計とは必ずしも一致しない。

表―３ 復旧・復興等に係る政府建設投資の
構成と推移

（単位：億円）

平成２３年度
（見込み）

２４年度
（見通し）

合計

全国計 １４，９００ ４２，５００ ５７，４００
建築 ５，８００ １３，１００ １８，９００
土木 ９，１００ ２９，４００ ３８，５００
うち 東北計 ９，８００ ２２，２００ ３２，０００

建築 ４，２００ ７，４００ １１，６００
土木 ５，６００ １４，８００ ２０，４００

うち 関東計 ３，９００ １２，１００ １６，１００
建築 １，２００ ３，６００ ４，８００
土木 ２，７００ ８，５００ １１，３００

（注） 項目毎に四捨五入により１００億円単位の値としたた
め合計とは必ずしも一致しない。

表―４ 復旧・復興等に係る建設投資による効果

平成２３年度 平成２４年度

復旧・復興等に係る建設投資額 １兆４，９００億円 ４兆２，５００億円

経済効果

名目国内総生産の引き上げ効果 ０．３２％引き上げ １．０５％引き上げ
実質国内総生産の引き上げ効果 ０．２８％引き上げ ０．９０％引き上げ

生産誘発効果
２兆９，２００億円

（全生産活動の０．３０％）
８兆３，３００億円

（全生産活動の０．８６％）
雇用創出効果 １７万４，０００人 ４９万８，０００人

（注）１． 名目国内総生産・実質国内総生産：一般財団法人建設経済研究所「建設経済モデル」により推計。
２． 生産誘発効果：国土交通省「平成１７年（２００５年）建設部門分析用産業連関表」により推計。
３． 雇用創出効果：「平成１７年（２００５年）産業連関表」により推計。

建設マネジメント技術 2012年 8月号 ６３



４

れ全産業の１年間の生産活動（９７２兆円程度）の

０．３０％程度（２３年度），０．８６％程度（２４年度）に

相当する。

さらに，これらの建設投資により，２３年度には

１７万４，０００人程度，２４年度には４９万８，０００人程度の

雇用創出効果が見込まれる（表―４）。

建築物におけるリフォーム・
リニューアル投資の動向

建築物におけるリフォーム・リニューアル投

資の額は，平成２３年度に８兆４，６００億円程度，

２４年度に８兆６，８００億円程度と推計される。

また，建築投資全体に占める建築物リフォー

ム・リニューアル投資の比率は，２４年度に住

宅・非住宅の総計で２８．９％となる見通しであ

る。

� 建築物リフォーム・リニューアル投資の構成

と推移

人口減少，少子高齢化，財政制約に加え，震災

を契機としたエネルギー制約等を背景に，これま

での「住宅を作っては壊す」という社会から，

「いいものを作って，きちんと手入れして，長く

大切に使う」というストック重視社会への移行が

求められる中，既存ストックを生かす建築物リフ

ォーム・リニューアル市場が益々重要となってき

ている。

しかし，従来の「建設投資見通し」において

は，公共事業・民間土木工事の維持・更新工事は

対象としてきたものの，民間が行う建築工事につ

いては，増改築を除き建設投資に含んでこなかっ

た。

そこで，今年度の見通しから，平成２０年度上半

期より実施している「建築物リフォーム・リニュ

ーアル調査」の結果等をもとに，建築物リフォー

ム・リニューアル市場における投資額の見通しに

ついても推計・公表を行うこととした。

２１年度から２４年度における建築物リフォーム・

リニューアルの投資額およびその見通しの推計結

果は図―２のとおり近年増加傾向にあり，２４年度

は８兆６，８００億円程度（対前年度比２．６％増）とな

る見通しである。また，その内訳は，２４年度に住

宅３７．４％，非住宅６２．６％となる見通しである。

� 建築投資全体に占める建築物リフォーム・リ

ニューアル投資額の割合

建築物リフォーム・リニューアル投資（増築，

改築等の重複分を除く）を加えた建築物投資の全

体額は３０兆５００億円となる見通しである。そのう

ち，建築物リフォーム・リニューアル投資額の占

める割合は，図―３のとおりであり，２４年度に

図―２ 建築物リフォーム・リニューアル市場の
投資額

図―３ 建築投資全体に占める建築物リフォーム・
リニューアル投資額の割合（２４年度見通し）

（注）１． 投資額とその比率は，国土交通省「建築物リフ
ォーム・リニューアル調査報告」等を元に算出。

２． リフォーム・リニューアルとは，既存建築物の
増築，一部改築，改装のことであり，劣化等の維
持・修繕に加え，従前の建築物の機能を高めるも
のを含む。
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は，住宅で１９．０％，非住宅で４２．１％，総計で２８．９

％となる見通しである。

また，この建設投資の総額にリフォーム・リニ

ューアル投資（増築，改築等の重複分を除く）を

加えた２４年度の建設投資の総計は，５０兆８，２００億

円となる見通しである。

国内総生産と建設投資の関係

平成２４年度の建設投資が国内総生産に占める

比率は，９．４％となる見通しである。

国内総生産に占める建設投資の比率は，昭和５０

年頃は２０％以上あったが，その後，減少傾向とな

った。昭和６１年度から平成２年度にかけて一時増

加したものの，その後再び減少基調となった。平

成２４年度には建設投資の増加により，９．４％とな

る見通しである（図―４）。

建設投資の構成と推移

� 建設投資の構成

平成２４年度における建設投資の構成を見る

と，民間投資が政府投資を上回っている。ま

た，政府土木投資と民間建築投資の合計が全体

の約８割を占めている。

平成２４年度の建設投資の構成を見ると，民間投

資が５８％，政府投資が４２％である。民間投資のう

ち住宅と非住宅を合わせた建築投資が４７％を占め

ている。政府投資は土木投資が３５％を占めてお

り，この両者で建設投資全体の約８割を占めてい

る（図―５）。

� 政府・民間別構成比の推移

平成２４年度の建設投資は，民間投資が５８％

で，政府投資が４２％となる見通しである。

政府と民間との構成比については，平成３年度

以降，民間投資が減少する一方，数次の経済対策

により政府投資が増加したことから民間投資の占

める比率は低下し，平成１０年度には５２％となっ

た。

その後，平成１８年度までは，民間の景気回復に

より民間投資の占める比率が上昇したが，平成１９

年度からは政府投資の比率が上昇した。

その後，国の大型直轄事業の見直し等による予

算縮減があったものの，平成２４年度は，東日本大

震災からの復旧・復興等に伴う政府投資により増

加している（図―６）。

図―５ 平成２４年度建設投資の構成（名目値）

図―４ 建設投資の国内総生産に占める比率
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� 建築・土木別構成比の推移

平成２４年度の建設投資は，建築投資が５４％

で，土木投資が４６％となる見通しである。

建築と土木との構成比については，平成３年度

以降建築投資が減少する一方で，経済対策により

政府土木投資が大幅に増加したことから，土木投

資の占める比率が増加傾向となり平成１０年度には

５１％となった。

その後，建築投資の占める比率が高まる傾向に

あったが，近年は建築投資が５０％台前半，土木投

資が４０％台後半で推移している（図―７）。

� 政府建設投資の動向

平成２４年度の政府建設投資は，前年度比１２．５

％増の１９兆６００億円となる見通しである。

� 平成２４年度は，東日本大震災からの復旧・復

興等に係る建設投資により，前年度比１２．５％増

加し，１９兆６００億円となる見通しである。

� このうち，建築投資は前年度比２３．１％増の３

兆２，０００億円，その内訳は住宅投資が７，４００億円

（前年度比２１．３％増），非住宅建築投資が２兆

４，６００億円（前年度比２３．６％増）となる見通し

である。

土木投資は前年度比１０．６％増の１５兆８，６００億

円，そのうち公共事業が１４兆１，３００億円（前年

度比１２．１％増），公共事業以外が１兆７，３００億円

（前年度比０．０％）となる見通しである。

� 東日本大震災からの復旧・復興等に係る政府

図―６ 政府・民間別構成比の推移

図―７ 建築・土木別構成比の推移
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建設投資額は，４兆２，５００億円となる見通しで

ある。

� 住宅投資の動向

平成２４年度の住宅投資は，前年度比６．５％増

の１４兆６，４００億円となる見通しである。

� 民間住宅投資は，前年度比５．８％増の１３兆

９，０００億円となる見通しである。これに政府住

宅投資を合わせた平成２４年度の住宅投資全体で

は，前年度比６．５％増の１４兆６，４００億円となる見

通しである。

� 平成２４年度の民間住宅着工戸数は，経済情勢

は予断を許さない状況にあるものの，東日本大

震災からの復旧・復興の動きが見られるほか，

経済対策の効果等も一定程度見込まれることか

ら，一昨年，昨年度を上回る見通しである。

� 平成２３年度の新設住宅着工戸数は，前年度比

２．７％増の８４．１万戸であった。利用関係別に見

ると，持家は３０．５万戸（前年度比１．２％減），貸

家は２９．０万戸（前年度比０．７％減），給与住宅は

０．８万戸（前年度比１５．１％増），分譲住宅は２３．９

万戸（前年度比１２．７％増）となっている。

� 民間非住宅建設投資の動向

平成２４年度の民間非住宅建設投資（民間非住

宅建築および民間土木）は，前年度比３．７％増

の１２兆３，５００億円となる見通しである。

� 平成２４年度の民間非住宅建築投資は，東日本

大震災からの復旧・復興の動きも見られ，平成

２３年度の水準を若干上回り，前年度比０．８％増

の７兆４，４００億円となる見通しである。

民間土木投資は，前年度比８．４％増の４兆

９，１００億円となる見通しである。

これにより，平成２４年度の民間非住宅建設投

資（非住宅建築および土木）は前年度比３．７％

増の１２兆３，５００億円となる見通しである。

� 平成２３年度の民間非住宅建設投資（民間非住

宅建築および民間土木）は，前年度比８．５％増

の１１兆９，１００億円となる見込みである。

このうち，民間非住宅建築は７兆３，８００億円

（前年度比６．６％増），民間土木投資は４兆５，３００

億円（前年度比１１．６％増）となる見込みであ

る。

表―５ 新設住宅着工戸数と伸び率の推移
【着工戸数】 （単位：戸）

総計 持家 貸家 給与 分譲

平成２１年度 ７７５，２７７ ２８６，９９３ ３１１，４６３ １３，２３１ １６３，５９０
年度 平成２２年度 ８１９，０２０ ３０８，５１７ ２９１，８４０ ６，５８０ ２１２，０８３

平成２３年度 ８４１，２４６ ３０４，８２２ ２８９，７６２ ７，５７６ ２３９，０８６

平成２３年（１―３月） １９２，３８０ ６７，２８８ ６６，５９２ １，６４９ ５６，８５１
平成２３年（４―６月） ２０３，１７０ ７４，０１３ ６８，９７９ １，９４３ ５８，２３５

四半期 平成２３年（７―９月） ２２９，５９０ ８８，３９９ ７８，２３１ ２，４２９ ６０，５３１
平成２３年（１０―１２月） ２０８，９７７ ７５，９２６ ７２，０３０ ２，０６７ ５８，９５４
平成２４年（１―３月） １９９，５０９ ６６，４８４ ７０，５２２ １，１３７ ６１，３６６

【伸び率：前年同期比】 （単位：％）

総計 持家 貸家 給与 分譲

平成２１年度 ▲２５．４ ▲７．６ ▲３０．０ １９．３ ▲４０．０
年度 平成２２年度 ５．６ ７．５ ▲６．３ ▲５０．３ ２９．６

平成２３年度 ２．７ ▲１．２ ▲０．７ １５．１ １２．７

平成２３年（１―３月） ３．２ ５．２ ▲８．５ ▲４６．３ ２１．９
平成２３年（４―６月） ４．１ ▲１．８ ▲２．９ １０．６ ２４．０

四半期 平成２３年（７―９月） ７．９ ５．４ ４．０ ３８．７ １６．７
平成２３年（１０―１２月） ▲４．５ ▲７．３ ▲８．８ ４５．２ ４．５
平成２４年（１―３月） ３．７ ▲１．２ ５．９ ▲３１．０ ７．９

（注）１．「住宅着工統計」（国土交通省）による。
２． ▲は，マイナス。
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